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１．事業者に対するアンケート及びインタビューの実施概要

ガイドラインの実施状況を確認すべく、アンケート及びインタビューを実施した。

実施期間：令和6年12月1日(日)～令和7年2月7日(金)

回答方式：案内文(右図)の二次元コード等から専用フォームに

アクセスし回答を入力

回答対象者：全ての認証工場及び指定工場

周知方法：全国の運輸局の窓口における案内文の配布等

設問の概要：ガイドラインに示す取組例の実施状況、要望、意見等

アンケートの実施概要

実施期間：令和7年1月～２月

実施方法：Web会議又は電話

対象事業者：３２事業者（本検討会後も追加調査を実施予定）
※アンケート結果等を踏まえ対象事業者を選定

設問の概要：ガイドラインにない取組例の実施状況、
ガイドラインに対する要望、意見等

インタビューの実施概要
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回答事業者が雇用する整備要員数の内訳 回答事業者が所在する都道府県の内訳 回答事業者の専業／ディーラーの内訳

１．事業者に対するアンケートの結果概要①

合計１０４３事業者から回答があり、整備要員数５人以下の事業者からの回答が最多。

回答事業者の所在都道府県の内訳は、令和５年度の全認証・指定工場の所在都道府県の内訳とほぼ一致。

回答事業者の専業／ディーラーの内訳は、令和５年度の全認証・指定工場よりもディーラーの割合が多い。
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<R5度の全認証・指定事業場の都道府県割合※2との差>

北海道＋２％、東北±０、関東－３％

北陸信越＋１％、中部＋１％、近畿±０、中国－４％

四国－３％、九州＋７％、沖縄±０

25%

75%

ディーラー 専業

<R5度の全認証・指定工場の専業/ディーラーの内訳※2>

専業９５％ ディーラー５％

<R5度の全認証・指定事業者数※1>
・72,176事業者 → 回答事業者は全体の1.4％

<R5度の全認証・指定事業場数※2>
・90,731事業場

→ 回答事業者の事業場数9,970事業場
これは全体の10.9％

※1 (一社)日本自動車整備振興会連合会『令和4年度実績による自動車整備白書 令和5年度版』
※2 国土交通省 統計情報 「自動車整備事業者数(令和5年度)」<https://www.mlit.go.jp/statistics/details/jidosha_list.html>



１．事業者に対するアンケートの結果概要②

女性や外国人の採用が進んでいるものの、未だ採用の余地あり（図１・２）。

人材が不足している事業者に比べて人材確保の工夫をしている事業者が少なかった（図３・４）。
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女性整備要員の有無（図１） 外国人整備要員の有無（図２）

整備要員の不足の有無（図３） 人材確保に関する工夫の有無（図４）
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１．事業者に対するアンケートの結果概要③

人材確保に向けた各取組の実施状況に関する回答結果の概要は次のとおりである。

いずれの取組も事業規模が大きいほど（整備要員数が多いほど）実施率が高い傾向にあった。
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働き方・労働条件に関する取組の実施状況 人間関係・コミュニケーションに関する取組の実施状況

人材開発に関する取組の実施状況 待遇（働く価値）に関する取組の実施状況

• 全ての事業者において、整備要員の労働時間や
健康の管理に関する取組の実施率は高かった。

• もっとも、多様な人材の活躍に向けた取組の実
施率は低い傾向にあった。

• 休暇の取得や労働時間の変更について、各事
業者における独自の取組が多い傾向にあった。

• 大・中規模事業者における各取組の実施率は一
定のものであった。

• もっとも、小規模事業者の実施率は、大・中規模
事業者に比べて、やや低い傾向にあった。

• 各事業者における独自の取組は多種多様なも
のであった。

• いずれの規模の事業者においても、先進技術の
導入に関する取組の実施率が高かった。

• 各種教育・研修について、大・中規模事業者の
実施率は相応なものであった。

• いずれの事業者においてもキャリアパスの設定
に関連する取組の実施率は低い傾向にあった。

• 全ての事業規模の事業者において、待遇（働く
価値）に関する取組の実施率が最も高かった。

• もっとも、社会貢献活動の推奨に関する取組は、
いずれの事業者においても実施率が低かった。

• 他の３分類に比べて、各事業者における独自の
取組が少ない傾向にあった。



１．事業者に対するインタビューの結果概要

インタビューにおいて事業者から聞き取った意見等の概要は次のとおり。
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【ガイドラインの体裁について】

・文字ばかりで量が多く分かりづらいため、イラストや図を活用してポイントを絞った内容にしていただきたい。

・専門用語については、分かりやすい言葉に置換するか、注釈を付していただきたい。

【ガイドラインに示す取組例について】

・小規模事業者は、各取組について、専門の担当者や担当部署を設置することは難しく、社長が自ら各取組
を推進する必要がある。 → 小規模事業者では対応困難なものもあるため、規模別に整理してほしい。

・取組例の中には抽象的なものもあり、具体的に何を実施すればよいのか分かりづらいものがある。

・ガイドラインに示す取組例そのものは実施していないものの、当該取組例に代替することができるような取
組は実施している場合、どのように評価してよいのか分からない。

【ガイドラインを実際に活用している事業者の声】
・人材確保に向けた自社の取組を体系的にチェックする際に活用している。

【ガイドラインを活用することができていない事業者の声】

・ガイドラインに示す取組例の多くは、ある程度の人員や資金を前提としたものとなっており、小規模事業者では
実施困難である。

【その他】

・ガイドラインの存在を知らなかった。そのため、アップデート版については、もっと効果的な周知をすべき。
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２．ガイドラインのアップデート方針

ガイドラインのアップデート方針は次のとおり。

① 全ての事業者が自社の取組を体系的に確認できる内容に再編集する。

→自社の現状を知って、他社事例等を学び、更なる取組を実行し定期的な振り返りもできるような内容

② 自己分析表を用いて自社の現状を手軽に知ることができるようにする。

→働き方・労働条件、人間関係・コミュニケーション、人材開発及び待遇（働く価値）の四要素の取組状況
を確認し、自社の長所や短所が分かるような自己分析表を新たに掲載

③ 人材確保に向けた取組の実施状況を更に詳細に確認することができるようにする。

→人材確保に向けた取組例の内容をアップデートするとともに、アンケートやインタビューで把握した
全国の事業者における実施率等も掲載し、取組の実施状況を更に詳細に確認・分析

④ 実際の事業者の取組事例を掲載し、自社の取組を検討する際の参考とすることができるようにする。

→アンケート及びインタビュー結果を踏まえ、好事例を整理し、ガイドラインに掲載

⑤ 人材確保に向けた取組の実行や定期的な振り返りに関する情報の更新を行う。

→取組の実行・定期的な振り返り・改善の実施方法やその際に参考となる業界の課題等の情報を更新

ガイドラインのアップデート方針
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２．ガイドラインのアップデート案①（自社の取組を体系的に確認）

はじめに、自社の取組を体系的に確認するためのガイドラインの利用方法等を掲載する。
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知って、学ぶ

働きやすい
職場づくり

自動車整備士等の

ガイドブック

取組み自己分析チェック付き

表紙から体裁を一新する

はじめに

目的

利用方法

自動車整備業界では人手不足が大きな問題となっており、労働環境の
改善、労働条件の向上、人材育成の実現が急務となっています。本ガ
イドラインは、自動車整備事業者がこれらの課題に対応し、人材を確
保し定着させるための実践的な方法を提示します。

本ガイドラインは、経営者が即座に活用できるように、具体的な実践方
法を盛り込んでいます。以下の章構成で、課題の解説から具体的施策、
企業規模別の対応策を記載しています。

●他社の取組み事例を学ぼう

●自社の現状を知ろう

●取組みが、どの位できているか知ろう

●実施計画書作りを学ぼう

●業界の課題と現状分析を知ろう

採点結果で自事業所が弱い分類で具体的にどのような取組みがある
か、どの程度実践できているかを知りましょう。もちろん強い部分の取
組みも確認してみてより良い事業所になりましょう。

他の事業所が具体的にどのような取組みを実施しているかを参考にし
てみましょう。

より良い職場づくりには自事業所をどのように成長させていくかを設定
することが重要です。実施計画書作成の参考にしてください。

整備要員が離職する理由を把握することで必要な対策が検討できます。
業界の課題について参考にしてください。

ご自身の事業場が働きやすい環境づくりにどの程度実践できているか
採点してみましょう。 より良い職場づくりには４つの分類があります。それぞれについてどの

程度自事業所が取り組めているか点数をつけてみましょう。取り組め
ていれば○をできていなければ×をつけてください。○がついている点
数を足すことで自事業所の実施状況がわかります。

具体的な取組み内容を整理しています。各取り組みができているか
チェックして不足している取組みを参考にしてください。取組みのレベ
ル、事業所規模も記載していますので参考にしてみてください。

取組み自己分析チェックの説明

ページタグアイコン

取組み自己分析チェック利用方法

自社の現状を知ろう（P4~5)

取組みが、どの位できているか知ろう(P6~9)

目的に応じた使い方がで
きるようページタグを追加



２．ガイドラインのアップデート案②（自己分析表）

働き方・労働条件、人間関係・コミュニケーション、人材開発及び待遇（働く価値）の四要素ごとに

自社の現状を手軽に把握することのできる自己分析表を新たに作成し掲載する。
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四要素の代表的な取組例の実施
有無をチェックすることにより自己
採点ができるようなものとする。

未実施の取組につい
て、本ガイドラインの
参照ページを誘導

自己採点結果から、自社の立ち位
置（全国の事業者と比べてどのくら
い取組を実施できているのか）が
分かるような内容にすることを予定

自社の現状を知ろう



２．ガイドラインのアップデート案③（自社の取組状況の詳細確認等）

人材確保に向けた取組例の内容を(1)法令遵守事項、(2)働き方・労働条件、(3)人間関係・コミュ
ニケーション、(4)人材開発、(5)待遇（働く価値）に分類して再整理する。

各取組例には実施率や当該取組例を実施することが望ましい事業者の規模などのタグ付けを
行い、自社の取組状況の詳細確認や今後の取組を検討する際に適宜参照できるようにする。
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取組の分類及び
取組内容を再整理

アンケートやインタビュー結果を基にした、取
組の難易度、実施率、当該取組を実施するこ
とが望ましい事業者の規模などのタグ付け



２．ガイドラインのアップデート案④（事業者の取組事例）

実際の事業者の取組事例を掲載し、どのような人材に向けた取組であるかなどのタグ付けを行

い、自社の取組内容を検討する際に参考できるようにする。
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働き方・労働条件・人間関係・コミュニケーション・
人材開発・待遇（働く価値）の四要素ごとに事例を掲載

当該事例がどのような人材に向けた取組
であるかなどのタグ付けを行う予定

事例の内容は基本的に
・取組の内容
・（取組実施前の）課題
・（取組実施後の）成果

といったかたちで整理していくことを予定

メインの取組とサブの取組に区別して
分かりやすく記載する予定



３．ガイドラインのアップデート案⑤（定期的な振り返り等に関する情報）

取組の実行→定期的な振り返り→取組の改善を実施する方法やその過程で参考となる業界の

課題等の情報を更新する。
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近年、自動車整備業界では以下のような理由で深刻な人手不足が続いています。
•少子高齢化による労働人口の減少
•業界課題：他業界比較で年間労働時間の長さと所得の課題

●人手不足の背景

•採用が困難（求職者不足、待遇の魅力不足）
•年少者が定着しない（職場環境の適応困難）
•技術組織としての成長が減速（経験者の不足、教育体制の弱体化

●事業者の問題意識/整備士の離職理由

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

●整備士の離職理由（他業種への転職理由等）

働きやすさを整え、働きがい（やりがい）要因を強化。
離職を防止し、ヒトが育つ「いきいき職場」を目指す。

業界の課題と現状分析を知ろう実施計画書作りを学ぼう

「新しい人材を確保できない」、「すぐに人が辞める」、「現場のリーダーが育たない」といった課題を解決し、採用力・定
着力・育成力を有する事業者となることが期待されます。
人材確保に向けた取組の実行には、経営資本（人・物・金）の投入が必要不可欠であるため、経営トップが強いリーダー
シップを発揮する必要があります。各事業者においては、以下のサイクルを参考に、経営トップの強いリーダーシップの
下、人材確保に向けた取組を実行・継続していただくことができます。

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯
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３．今後のスケジュール

令和７年 ３月２１日 高度化検討会における議論

－事務局による最終調整－

令和７年 ３月～４月頃※ ガイドラインの改訂版の公表
※事例収集の進捗度による
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